
令和5年7⽉時点
１.基本情報

28,824 名 ※令和5年5⽉1⽇時点

２.事業概要

３.本事業で新たに設置等を⾏う組織
令和9年度
令和8年度 ※既に申請・届出している場合はその年度を記⼊

工学関係 理学関係

140 名
560 名
140 名
140 名

※学部・学科を新設する計画である場合は、当該学部等の所在地欄は予定所在地を記⼊。
※⼊学定員には編⼊学定員を含む。

大学・高専機能強化支援事業
（学部再編等による特定成⻑分野への転換等に係る支援）【支援１】

事業概要

選定年度 令和5年度 学校コード F113310103368
大学名 東洋大学 設置区分 私⽴
学校種 大学 都道府県 東京都

大学全体の総収容定員数

⼊学定員
収容定員

⼊学定員の増加数

　複雑で多面的な環境・エネルギー問題は、デジタル・グリーンを活用した環境対策技術と、それらの社会実装に向けた科学コミュニケーション
の両輪で解決を図る必要がある。本学では、これらデジタル・グリーン社会を実現する技術⼒とその社会実装の実現に資する科学コミュニ
ケーション能⼒の双⽅を有し、柔軟な思考⼒と発想⼒からソリューションを提案できる⼈材養成を目指すべく、⼊学定員140名、収容定員
560名からなる環境イノベーション学部環境イノベーション学科（仮称）を令和９年度に開設予定である。
　当該学科では、「環境創造コース」「科学コミュニケーションコース」の2コースを併設し、システム思考に基づく課題解決能⼒の醸成に繋が
る体系的なカリキュラムを編成する。
また、アカデミックシンボルとなるZEB・カーボンストック仕様を指向した新棟では、サイエンスカフェを併設するなど、対話を通した学生の学びの
実践の場となることはもちろん、地域住⺠・⾃治体・企業等へも開かれた実感型教育研究拠点を目指す。

改組予定年度
認可申請・届出予定

改組内容 学部の新設（当該大学が授与する学位の分野の変更を伴わないもの）
設置等組織名 環境イノベーション学部環境イノベーション学科

学部学科
組織構成

文学部哲学科、文学部第1部東洋思想文化学科、文学部第1部⽇本文学文化学科、文
学部英米文学科、文学部史学科、文学部第1部教育学科（⼈間発達専攻）、文学部
第1部教育学科（初等教育専攻）、文学部国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科、経済学部第1部
経済学科、経済学部国際経済学科、経済学部総合政策学科、経営学部第1部経営学
科、経営学部マーケティング学科、経営学部会計ファイナンス学科、法学部第1部法律学
科、法学部企業法学科、社会学部第1部社会学科、社会学部国際社会学科、社会学部
ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科、社会学部社会⼼理学科、理工学部機械工学科、理工学部生体
医工学科、理工学部電気電⼦情報工学科、理工学部応用化学科、理工学部都市環境
デザイン学科、理工学部建築学科、国際学部ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学科、国際学部国際地
域学科（国際地域専攻）、国際学部国際地域学科（地域総合専攻）、国際観光学部
国際観光学科、生命科学部生命科学科、生命科学部応用生物科学科、総合情報学部
総合情報学科、食環境科学部食環境科学科（フードサイエンス専攻）、食環境科学部健
康栄養学科、情報連携学部情報連携学科、福祉社会デザイン学部社会福祉学科、福祉
社会デザイン学部⼦ども支援学科、福祉社会デザイン学部⼈間環境デザイン学科、健康ス
ポーツ科学部健康スポーツ科学科、健康スポーツ科学部栄養科学科、文学部第2部東洋
思想文化学科、文学部第2部⽇本文学文化学科、文学部第2部教育学科、経済学部第
2部経済学科、経営学部第2部経営学科、法学部第2部法律学科、社会学部第2部社
会学科

他学部等の⼊学定員の減少数

設置等組織の学位分野
当該学部等の所在地 埼玉県川越市鯨井2100



東洋大学令和５年度選定 支援１
改組予定年度：令和９年度 改組内容：学部の新設（当該大学が授与する学位の分野の変更を伴わないもの）
設置等組織名：環境イノベーション学部環境イノベーション学科（仮称） 入学定員：【R9新設】140名 所在地：埼玉県川越市

環境イノベーション学部（仮称）では、環境対策技術・デジタル／ICT技術・データ解析技術によるデジタル・グリーン社会を実現する技術力
とその社会実装の実現に資する科学コミュニケーション能力の双方を有し、柔軟な思考力により課題を解決できる人材を育成する。
学科内には「環境創造コース」「科学コミュニケーションコース」を併設し、より専門的な知識・技術と解決力を有する人材を育成する。

カリキュラムマップ案
システム思考に基づく課題解決能⼒の醸成につながる体系的なカリキュラムを編成

こもれびの森 グリーンキャンパス構想 ＜キャンパスの教育研究環境整備＞
目標とする⼈材の育成のため、地域住⺠・企業・学⽣・教職員等、多様なステークホルダーが集う実感型教育研究拠点へ整
備する（右図参照）。また、新たなアカデミックシンボルとなるZEB仕様を指向した新棟を建設し、学⽣の教材として、さらには研
究インキュベーション機能を持つ拠点としての活用を計画している。新棟には、サイエンスカフェを常設し、対話を通した学⽣の学び
の実践の場となることはもちろん、地域住⺠・⾃治体・企業等へも開かれたキャンパスを目指す。
研究面においては、2019年より創設した「重点研究促進プログラム」を強化していくことで研究の分野横断を促進、実装性を⾼
め、それらをオープンイノベーションへと展開し、これまで以上の外部資⾦獲得を計画している。

新学部における人材育成の目標

デジタル・グリーン / 科学コミュニケーションの浸透 ＜学⽣確保の⾒通し・社会的なニーズの把握＞
附属⾼校等で既に当該学部のニーズ調査を実施し、良好な志願意向を確認している。今後は近隣の⾼校や⼊学実績のある
⾼校等を対象に詳細なニーズ調査を実施する。さらに学部設置計画策定に当たっては環境ソリューション、デジタル・グリーンイノ
ベーション、科学コミュニケーション能⼒を有した⼈材のニーズがある企業（⼤林組、⼾⽥建設、⽇⽴製作所等を予定）との事前
協議を予定している。それぞれのニーズを把握し取り⼊れた上で、「デジタルを活用した環境対策技術→科学コミュニケーションによ
る実装支援→市⺠理解」といった環境問題に対する当学部のアプローチイメージの浸透を図る。

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現 ＜多様な⼊学者の確保に向けた取り組み＞
社会⼈のためのリカレント教育プログラムの充実、留学⽣を対象とした学費支援制度の継続、⼥⼦⾼との連携強化等により、
業種、⼈種、ジェンダーを問わず⼈類共通の目的である環境問題の解決を志向した、多様な⼊学者の継続的な確保を目指す。

理論の深化を促す実学を重視したカリキュラムの編成 ＜実務経験のある教員等による授業科目配置＞
企業、研究機関等での実務経験を有する教員の講義に加え、産官学連携パートナー機関の職員、サイエンスライター等を
招聘し、環境ビジネス、市⺠とのコミュニケーションに関する実務経験を通じた授業科目の展開を予定している。また、新しい基
幹教員制度を活用し、他機関に所属する教員の参画も検討する。これらを基にし、早期から実学(応用)を取り⼊れたカリキュ
ラム体系とすることで、理論(基礎)を学ぶ意義についてのより深い理解を促す。


